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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第44期 
第３四半期
連結累計期間

第45期 
第３四半期
連結累計期間

第44期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 (千円) 10,866,543 8,328,145 14,580,926

経常利益 (千円) 463,025 4,649 663,174

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) 396,978 △40,999 592,026

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 337,232 △71,634 596,502

純資産額 (千円) 14,570,501 14,404,223 14,825,906

総資産額 (千円) 24,950,772 25,443,097 27,485,934

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) 11.41 △1.18 17.01

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ― ―

自己資本比率 (％) 56.1 54.4 51.9

　

回次
第44期 
第３四半期
連結会計期間

第45期 
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) 1.17 △6.40

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第45期第３四半期連結累計期間は１株当たり

四半期純損失が計上されており、また、いずれの期間においても潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。
　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災からの復興へ向けて本格的に動き出

し、復興需要に支えられ上半期は景気は緩やかに回復基調にありました。

しかしながら、第３四半期に入り、円高の長期化や欧州の経済危機問題に加え、日中関係の悪化やアジ

ア経済の減速等の影響を受け貿易赤字は増大し、景況感は大幅に悪化しました。

その結果、内需は個人消費、設備投資とも落ち込み、政府主導による景気対策が待望される状況となっ

ております。

仮設建物リース業界におきましても、応急仮設住宅の反動による売上高の大幅減は避けられず、景気の

減退や復興計画の遅れなどにより減収を余儀なくされております。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は8,328百万円（前年同四半期比23.4％減）となりま

した。損益面につきましては、営業利益は45百万円（前年同四半期比91.1％減）、経常利益は4百万円（前

年同四半期比99.0％減）、四半期純損失は40百万円（前年同四半期は396百万円の四半期純利益）となり

ました。

なお、セグメントごとの業績は、日本が売上高7,972百万円（前年同四半期比23.7％減）、中国が376百

万円（前年同四半期比44.3％減、セグメント間取引消去後356百万円（前年同四半期比15.9％減））とな

りました。また、営業利益は日本が39百万円（前年同四半期比92.3％減）、中国が4百万円（前年同四半期

比92.5％減、セグメント間取引消去後5百万円（前年同四半期は9百万円の営業損失））となりました。
　

(2)財政状態の分析

① 資産の部

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は前連結会計年度末より2,042百万円減少し、25,443百万円

となりました。理由の主なものは現金及び預金の減少1,677百万円であります。

② 負債の部

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末より1,621百万円減少し、11,038百万円

となりました。理由の主なものは支払手形及び買掛金の減少997百万円であります。

③ 純資産の部

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は前連結会計年度末より421百万円減少し、14,404百万円

となりました。理由の主なものは配当金の支払347百万円によるものであります。
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(3)生産、受注及び販売の状況

①生産実績

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

セグメントの名称 事業の種類 金額(千円) 前年同期比(％)

日　　本
仮設建物部材等の製造

312,695 24.6

中　　国 104,919 53.4

合計 417,614 28.4

(注) １　上記金額は、主にリース用資産の製造高であります。

２　記載金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前年同期に比べ、製造高は著しく減少しておりますが、主な原因は東日本大震災に伴う応急仮設住宅向け需要

の減少によるものであります。

　
② 受注状況

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

セグメントの名称
期首契約残高 期中契約高 期中契約実行高 期末契約残高

金額(千円) 金額(千円)
前年同期比
(％)

金額(千円)
前年同期比
(％)

金額(千円)
前年同期比
(％)

日　　本 3,947,7429,942,39482.67,972,12576.35,918,011128.8

中　　国 183,922351,142 80.7 356,019 84.1 179,045 81.7

合計 4,131,66510,293,53782.58,328,14576.66,097,057126.7

(注) 記載金額には、消費税等は含まれておりません。

　
③ 販売実績

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

セグメントの名称 金額(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

日　　本 7,972,125 95.7 76.3

中　　国 356,019 4.3 84.1

合計 8,328,145 100.0 76.6

(注)　記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,943,22534,943,225

東京証券取引所
（市場第二部）
大阪証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は
1,000株であります。

計 34,943,22534,943,225 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年10月１日～
平成24年12月31日

─ 34,943,225 ─ 8,032,668 ─ 2,828,787

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 148,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 34,571,000 34,571 ―

単元未満株式 普通株式 224,225 ― ―

発行済株式総数 　 34,943,225 ― ―

総株主の議決権 　 ─ 34,571 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が 5,000株(議決権５ 個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式137株が含まれております。

３　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東海リース株式会社

大阪市北区天神橋
２丁目北２番６号

148,000 ─ 148,000 0.42

計 ― 148,000 ─ 148,000 0.42

　

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第３四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであり

ます。

（退任役員）

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 工務総括部長 山田　世輝 平成24年10月６日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,786,384 2,108,967

受取手形及び売掛金 ※2
 8,446,199

※2
 7,685,881

商品及び製品 127,715 141,593

仕掛品 5,568 111,385

原材料及び貯蔵品 466,216 402,478

その他 231,200 281,302

貸倒引当金 △57,983 △59,341

流動資産合計 13,005,301 10,672,266

固定資産

有形固定資産

リース用資産（純額） 5,398,642 5,540,002

建物及び構築物（純額） 2,278,763 2,172,929

土地 4,982,370 4,982,370

リース資産（純額） 1,088,210 1,273,004

その他（純額） 125,364 133,023

有形固定資産合計 13,873,351 14,101,330

無形固定資産 238,493 330,898

投資その他の資産

投資有価証券 112,929 115,077

その他 241,668 216,832

投資その他の資産合計 354,597 331,910

固定資産合計 14,466,443 14,764,139

繰延資産 14,189 6,691

資産合計 27,485,934 25,443,097

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 3,175,355

※2
 2,177,821

短期借入金 878,500 1,071,004

1年内償還予定の社債 1,000,000 1,000,000

リース債務 404,657 419,774

未払法人税等 122,942 22,839

前受リース収益 2,505,640 2,446,307

賞与引当金 210,160 －

役員賞与引当金 22,400 －

設備関係支払手形 59,857 133,728

その他 505,066 544,636

流動負債合計 8,884,580 7,816,111
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

固定負債

社債 600,000 400,000

長期借入金 2,095,500 1,768,496

リース債務 377,114 346,445

繰延税金負債 25,975 31,692

退職給付引当金 549,757 539,404

役員退職慰労引当金 127,100 136,725

固定負債合計 3,775,447 3,222,763

負債合計 12,660,027 11,038,874

純資産の部

株主資本

資本金 8,032,668 8,032,668

資本剰余金 5,637,764 5,637,764

利益剰余金 1,018,527 629,569

自己株式 △26,777 △27,368

株主資本合計 14,662,182 14,272,634

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 14,642 15,636

為替換算調整勘定 △412,373 △444,277

その他の包括利益累計額合計 △397,730 △428,640

少数株主持分 561,454 560,230

純資産合計 14,825,906 14,404,223

負債純資産合計 27,485,934 25,443,097
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 10,866,543 8,328,145

売上原価 8,513,538 6,561,404

売上総利益 2,353,005 1,766,740

販売費及び一般管理費 1,847,276 1,721,559

営業利益 505,728 45,181

営業外収益

受取利息 3,934 5,865

スクラップ売却益 16,197 7,298

保険解約返戻金 － 8,291

その他 19,369 16,780

営業外収益合計 39,500 38,234

営業外費用

支払利息 44,734 61,669

支払手数料 18,690 626

その他 18,779 16,470

営業外費用合計 82,204 78,766

経常利益 463,025 4,649

特別利益

固定資産売却益 － 6,758

負ののれん発生益 35,579 －

特別利益合計 35,579 6,758

特別損失

固定資産除却損 59,001 16,188

固定資産売却損 118 －

特別損失合計 59,120 16,188

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

439,484 △4,779

法人税、住民税及び事業税 68,533 39,169

法人税等調整額 △25,045 18,238

法人税等合計 43,488 57,407

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

395,996 △62,187

少数株主損失（△） △982 △21,187

四半期純利益又は四半期純損失（△） 396,978 △40,999
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

395,996 △62,187

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △13,082 1,074

為替換算調整勘定 △45,681 △10,520

その他の包括利益合計 △58,764 △9,446

四半期包括利益 337,232 △71,634

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 345,866 △71,909

少数株主に係る四半期包括利益 △8,634 275
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日)

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

（重要な子会社の設立）

当社は、平成24年11月30日開催の取締役会において、中華人民共和国河北省に子会社を設立すること

について以下のとおり決議いたしました。

（１）子会社設立の目的

当社連結子会社である北京榕東活動房有限公司(北京市)の所在する北京市門頭溝区石龍工業区

が、北京市政府市街地開発の企画の変更により工業用地から商業貿易地域に指定されたため、現在の

工場を隣接する河北省文安県に移転することとなりました。このため、河北省に新たに子会社を設立

し、北京榕東活動房有限公司より引継いで事業活動を行うことといたしました。

（２）設立会社の概要

① 商号 廊坊榕東活動房有限公司

　 (英文名：LANG FANG RONG DONG PREFAB CO.,LTD.)

② 所在地 中華人民共和国河北省廊坊市文安県

③ 代表者 董事長　塚本　博亮　(当社　代表取締役副社長)

④ 登録資本金 3,500万人民元

⑤ 設立年月日 平成25年４月(予定)

⑥ 事業開始日 平成25年10月(予定)

⑦ 主な事業内容 仮設建物製造・販売・リース業

⑧ 出資比率 当社　25％

　 　 榕東活動房股?有限公司(福建省福州市)　45％

　 　 北京榕東活動房有限公司　30％

　 　 ※２社共、当社の連結子会社であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形裏書譲渡高 166,342千円 133,527千円

　

※２　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 26,393千円 19,180千円

受取手形裏書譲渡高 17,468千円 945千円

支払手形 14,934千円 6,706千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 743,229千円 812,256千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)
　

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月28日
取締役会

普通株式 173,985 5 平成23年９月30日 平成23年12月9日 資本剰余金

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
　

３　株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)
　

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年6月28日
定時株主総会

普通株式 173,982 5 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

平成24年10月26日
取締役会

普通株式 173,975 5 平成24年９月30日 平成24年12月10日 利益剰余金

　
　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
　

３　株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

報告セグメント
調整額
（千円）

四半期連結損益
計算書計上額
（千円）日　本

（千円）
中　国
（千円）

計
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,443,018423,52410,866,543 ─ 10,866,543

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ 251,521 251,521△251,521 ─

計 10,443,018675,04511,118,064△251,52110,866,543

セグメント利益 515,233 55,674 570,907△65,178 505,728

(注) １　調整額はセグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

当第３四半期連結累計期間において、日本で35,579千円の負ののれん発生益を計上しております。こ

れは、当社連結子会社である日本キャビネット株式会社の株式の一部を取得したことにより発生した

ものであります。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

報告セグメント
調整額
（千円）

四半期連結損益
計算書計上額
（千円）日　本

（千円）
中　国
（千円）

計
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 7,972,125356,0198,328,145 ─ 8,328,145

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

72 20,234 20,306 △20,306 ─

計 7,972,197376,2538,348,451△20,3068,328,145

セグメント利益 39,433 4,187 43,620 1,560 45,181

(注) １　調整額はセグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

　　１株当たり四半期純利益金額又は
　　１株当たり四半期純損失金額(△)(円)

11.41 △1.18

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は
　　四半期純損失(△)(千円)

396,978 △40,999

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

    普通株式に係る四半期純利益又は
　　四半期純損失(△)(千円)

396,978 △40,999

    普通株式の期中平均株式数(株) 34,797,263 34,795,282

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第３四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失

であり、また、いずれの期間においても潜在株式がないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第45期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）中間配当について、平成24年10月26日開催の取

締役会において、平成24年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

(1)配当金の総額　173,975千円

(2)１株当たりの金額　　５円

(3)支払請求の効力発生日及び支払開始日　　平成24年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

　

平成25年２月６日

東海リース株式会社

 取 締 役 会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

　
公認会計士　　森 村　照 私　 　　 印

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

　
公認会計士　　松 嶋　康 介　 　　 印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

リース株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半

期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海リース株式会社及び連結子会社の平成24

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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